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５．参考資料    
 
   
 

 

 28年度
予算額 

(Ａ) 

27年度
予算額 
（B） 

倍 率 
(A/B) 

 
「27補正 

＋28当初」

「26補正 

＋27当初」

との比較 

１．「次の時代」に向けたインバウンド受入環境

整備・観光産業活性化 8,374 82 102.5 9,392 66.3

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 8,000 0 皆増  9,019 皆増

産学連携による旅館・ホテルの経営人材育成事業 322 27 12.0  322 12.0

 ユニバーサルツーリズム促進事業 32 35  0.90  32 0.90
 通訳ガイド制度の充実・強化 20 20 0.99  20 0.99
前年度限り 0 0 -  0 皆減
   

２．地方創生のための観光地域づくり 6,367 1,972 3.23  6,766 2.77
 広域観光周遊ルート形成促進事業 1,640 304 5.40  1,890 3.41
 観光地域ブランド確立支援事業 251 257 0.98  251 0.98
 地域資源を活用した観光地魅力創造事業 338 290 1.17  388 1.34
 テーマ別観光による地方誘客事業 70 0 皆増  70 皆増
統計整備による観光地域づくり支援 500 460 1.09  500 0.89
観光地域動向調査事業 38 38 1.01  38 1.01

  東北地方へのインバウンド推進による観光復興 

事業【東北観光復興対策交付金・復興枠】 
3,265 0 皆増 

 
3,365 皆増

福島県における観光関連復興支援事業【復興枠】 266  374 0.71  266 0.71
前年度限り 0 144 皆減  0 皆減
前年度限り【復興枠】 0 106 皆減  0 皆減
   

３．戦略的訪日プロモーション・ＭＩＣＥの誘致

の促進 9,482 8,028

 

1.18 
  

13,667 1.16

 ＪＮＴＯ（日本政府観光局）によるビジット・ジ

ャパン事業【運営費交付金】 
7,037 6,542 1.08 

  

11,222 1.13

 国と地方の連携によるビジット・ジャパン事業 1,245 1,297 0.96  1,245 0.96

東北地方へのインバウンド推進による観光復興事

業【運営費交付金・復興枠】 
1,000 0 皆増 

 
1,000 皆増

 ＭＩＣＥの誘致の促進          199 190 1.05  199 1.05

前年度限り 0 0
  
-  0 皆減

 
 
 

４．その他（経常事務費等） 322 309 1.04  322 1.04
 

 
 

合           計 24,545 10,390 2.36  30,147 2.06

１．観光庁関係予算総括表 

(単位：百万円)
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（１）「次の時代」に向けたインバウンド受入環境整備・観光産業活性化 
 

 

 

 

予算額   ８，０００百万円 

 

 「次の時代」に向けて、地域のインバウンド受入環境整備を支援する補助制度を創
設 

 訪日外国人の入国から、目的地までの移動、観光地での交流・体験、宿泊施設での
滞在まで、面的に受入環境整備を支援 

 あわせて、訪日外国人の滞在・移動に関する不満・要望をSNS等で調査して検証 

 
 

１． 宿泊施設不足対策・旅館等の生産性向上 
外国人旅行者の急増による宿泊施設不足に対応するため、旅館等のインバウンド対

応・地域の空き室情報提供を支援するとともに、経営者の人材育成と連動して、ＩＣ

Ｔを活用した旅館・ホテル等の生産性向上を支援。 

 

（１）旅館等のインバウンド対応支援 

 
 

 

 

２．平成２８年度観光庁関係予算 

○ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 【新規】 
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（２）空室情報提供の強化 

 
 

（３）ＩＣＴを活用した生産性向上支援 

  

 

 

２. 地方での消費拡大に向けた環境整備 
外国人旅行者が、全国津々浦々で、安心して快適に、滞在、ショッピング、交流・

体験を楽しめる環境整備を支援。 

 

 
(参考)【平成28年度税制改正】外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充（拡充第３弾）(P17) 
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３. 二次交通対策 
 

（１）空港、港、鉄道駅、バスターミナル等のインバウンド対応を支援 

 
 

 

（２）車両・移動経路・情報提供・交通サービス等に係るインバウンド対応を支援 
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（３）貸切バスによる路上混雑緩和・空港利用者増加による混雑緩和を支援 

 

 
 

 

 

 

予算額  ３２２百万円 

 全国10カ所（予定）で、産学連携による旅館・ホテルの経営者教育プログラムを

実施し、経営力を底上げ 

 次世代の観光産業を担う意欲ある経営者を対象に、実務研修を交えた、高度経営

人材育成プログラムを実施 

 トップレベルの経営人材育成のための学部・学科等の将来的な設置に向けた礎を築く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 産学連携による旅館・ホテルの経営人材育成事業【拡充】 

          宿泊産業全体の活性化 

・海外における 

経営の最前線 

 を知る講師の

招聘 

・海外のハイエ

ンド層獲得等

、新ビジネス

創出のための

視野を拡大 

・財務、会計 

・マーケティング

戦略、ブランド

戦略向上 

・インバウンド戦

略 

・人材マネジメン

ト、生産性向上 

・旅館・ホテルの経営者等を対象とした経営に関する研修プログラムの実施 

・研修を踏まえ、各宿泊施設におけるビジネスプランの策定、フォローアップ研修の実施 

・上記を踏まえた効果的な教育プログラムの策定 等 
 
         

 
 

 
 
                                         

産学連携による旅館・ホテルの経営人材育成 

【戦略的経営のためのプログラム】【経営の基礎知識のためのプログラム】

教育プログラムの例
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予算額  ３２百万円 
 

 観光案内所にバリアフリー相談窓口の機能を付加するモデル事業を５か所で実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

予算額  ２０百万円 
 

「通訳案内士制度のあり方に関する検討会」における議論及び「観光立国実現に向

けたアクション・プログラム2015」を踏まえ、全国・地域ガイドの統一的なガイド

ラインの策定や、ガイドのクオリティ確保に向けた研修プログラムの策定及び効率的

な研修運用のあり方を調査・検討する。 

 

○ ユニバーサルツーリズム促進事業 【継続】             

○ 通訳ガイド制度の充実・強化 【継続】                

 

 

○観光案内所を活用した「バリアフリー相談窓口」機能の検討 
・観光案内所に「バリアフリー相談窓口」機能を持たせるスキーム 

・既存の受入拠点と観光案内所を連携させるスキーム 

・ボランティア等を活用したバリア・バリアフリー情報の調査手法 

・認定制度・マーク付与のあり方                等 
 

○観光案内所を活用した「バリアフリー相談窓口」設置のモデル構築 

 
① 障がい者が旅行しやすい環境、2020年パラリンピック東京大会の受入体制の整備 
② 増大する高齢者（団塊の世代等）の旅行環境の整備による国内観光の振興 

ユニバーサルツーリズムの背景・課題 

｢観光案内所｣を活用したスキームの検討・モデル構築 

窓口のイメージ 窓口において車いす等の貸出しも実施 
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（２）地方創生のための観光地域づくり   
 

 

 

予算額  １，６４０百万円 

 
 訪日外国人旅行者に訴求するテーマ・ストーリーを持ったルートの形成を促進 
 観光地域づくりの専門家チームを各ルートに派遣し、観光地域づくりを指南 
 各ルートが訴求するターゲット市場へのプロモーションを大幅に強化 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 広域観光周遊ルート形成促進事業 【継続】        

広域観光周遊ルート 

専門家を 
パラシュートチームとして

地域へ派遣 

金沢市・兼六園 

多言語案内 

白川村・白川郷 

古民家活用

観光地域づくり 

金箔貼り体験

紙すき体験 

外国人向け交通パス

モデルルートの形成と磨き上げ 

地域資源の磨き上げ 

地方公共団体が広域に連携して主要国へのプロモーションを大幅に強化

まちづくり 

文化 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

交通 観光 

世界に発信
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予算額  ２５１百万円 
 

 地域の関係者が連携し、国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域

づくりを促進するため、地域独自の「ブランド」の確立を通じた滞在交流観光の推進

に向けた取組みを支援する。 

 （１）地域の将来像の策定、マーケティングの実施等を通じたブランド戦略の構築 

 （２）ブランド戦略に基づく各種事業の実施 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

富良野・美瑛観光圏 

（北海道：富良野市、美瑛町、上富良野町、

中富良野町、南富良野町、占冠村） 

海の京都観光圏 

(京都府：福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、

京丹後市、伊根町、与謝野町） 

にし阿波～剣山・吉野川観光圏 

（徳島県：美馬市、三好市、 

つるぎ町、東みよし町） 

香川せとうちアート観光圏 

（香川県：高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、 

さぬき市、東かがわ市、三豊市、土庄町、小豆島町、三木町 

直島町、宇多津町、綾川町、琴平町、多度津町、まんのう町） 

「海風の国」佐世保・小値賀観光圏 

（長崎県：佐世保市、小値賀町） 

阿蘇くじゅう観光圏 

（熊本県：阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、西原村、

南阿蘇村、山都町、大分県：竹田市、宮崎県：高千穂町） 

豊の国千年ロマン観光圏 

（大分県：別府市、中津市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、国東市、日出町、姫島村） 

水のカムイ観光圏 

（北海道：釧路市、弟子屈町）

トキめき佐渡・にいがた観光圏

（新潟県：新潟市、佐渡市） 

雪国観光圏 

（新潟県：魚沼市、南魚沼市、湯沢町、十日町市、

津南町、群馬県：みなかみ町、長野県：栄村） 

八ヶ岳観光圏 

（山梨県：北杜市、長野県：富士見町、原村）

浜名湖観光圏 

（静岡県：浜松市、湖西市） 

ニセコ観光圏 

（北海道：蘭越町、ニセコ町、倶知安町） 

○ 観光地域ブランド確立支援事業 【継続】        

滞在プログラムの実施 

地域将来像の策定・ブランド戦略の構築 ブランド戦略に基づく各種事業の実施 

ワークショップの開催 

地元でのコンセンサスの形成 ガイドツアーの実施 
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予算額   ３３８百万円 
 

地域の観光資源を世界に通用するレベルまで磨き上げるため、それを活かした地域

づくりと観光振興の施策を一体的に支援する。あわせて観光地経営の中心となる人材

の育成に対しても支援を行う。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 地域資源を活用した観光地魅力創造事業 【継続】        

  
 地域の観光資源を活かした地域づくり施策と、マーケティング、受入環境整備、 

二次交通の充実等の観光振興のための施策を一体で実施する地域を支援。 

応募主体：市町村・観光協会・交通事業者等により構成される協議

事業フロー 

計画の策定（数値目標、事業内容）

  マーケティングの実施 

 

 

取
組
の
評
価
を
踏
ま
え
た
計
画
の
見
直
し 

地域の魅力を高める取組の実施 

① 滞在コンテンツの

充実・強化 

② 来訪需要の

喚起 

③ 来訪者の利便性

等向上 

④ 外国人受入環

境整備 

国によるパッケージ支援 

○計画策定に係る費用 
○マーケティング費用 
○滞在コンテンツの企画・作成費用 
○二次交通の整備に係る実証実験等の
費用 
○受入環境整備、おもてなしの向上に
係る費用 

等

事業実施例

妙高戸隠連山国立公園の活用 

新幹線開業を契機とした自然体験型観光  

＜新潟県妙高市＞ 

北陸新幹線の延伸 

 

 

●国立公園における自然体験型旅行商品の造成。 

 

●上越妙高駅からの二次交通のアクセス改善。 
 

急増するクルーズ客への対応強化 

クルーズ船寄港を活用した地元密着型観光 

＜宮崎県日南市＞ 

飫肥の伝統的建造物群への誘客

 
●飫肥（おび）にある伝統的建造物群保存地区を活用

したクルーズ客への体験型・交流型観光メニューの

開発。 
●商品販売等の機会増加に伴う地域経済の活性化。 

① 地域資源活用型 
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多様な関係者との連携 

日本版ＤＭＯ

内外の人材やノウハウを取り込みつつ、多様な関係者と連携 

宿泊施設 

交通事業者 

商工業 

飲食店
農林漁業 

・個別施設の改善 

・品質保証の導入 

・農業体験プログラムの提供 

・６次産業化による商品開発 

・ふるさと名物の開発 

・免税店許可の取得 

・二次交通の確保 

・周遊企画乗車券の設定 

・「地域の食」の提供 

・多言語、ムスリム対応 

・観光振興計画の策定 

・プロモーション等の 

観光振興事業 

・インフラ整備（景観、道

路、空港、港湾等） 

・文化財保護、活用 

・観光教育 

・交通政策 

・各種支援措置 

行政 

地域住民 

・観光地域づくりへの理解 

・市民ガイドの実施 

  

   
① 日本版ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の
合意形成 

③ 観光関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組み作り、

プロモーション 

② 各種データ等の継続的な収集・分析、明確なコンセプトに基づいた戦略の策定、 

KPIの設定・PDCAサイクルの確立 

日本版ＤＭＯの役割 

 

 

参考とすべき人材

育成プログラムを

収集 

意欲ある観光の

担い手を育成 
日本のニーズに対応

した実践的なプログ

ラムの策定 

諸外国の先進

事例の収集 
人材育成プロ

グラムの策定 

各種研修等

に活用 

ＤＭＯを担う人材など、観光地経営の 

中心となる人材の育成を支援 

我が国の 

課題の整理 

人材育成のために

必要な科目を特定 

②ＤＭＯを担う人材の育成 

※ DMO:Destination Management/Marketing Organization

〈事業フロー〉 
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予算額  ７０百万円 
 特定の観光資源に魅せられて各地を訪れる「テーマ別観光」は、旅行者に複数地域
への来訪動機を与えるもの 

 同一テーマで観光振興を図る地域をネットワーク化し、モデルケースの形成を支
援（６テーマ程度を予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算額  ５００百万円 

 新たに都道府県別の旅行者の入込客数及び観光消費額を明らかに 

 

訪日外国人消費動向調査
●訪日外国人の旅行動向・消費実態、
再訪意向・満足度等を明らかにする。

旅行・観光消費動向調査
●国民の旅行の実態を把握するとともに、
観光消費の経済波及効果を明らかにする。

地方創生に資する観光施策の検討・評価・改善に必要となる
各地域の観光統計を整備することにより、観光地域づくりを支援する。

＜外国人＞ ＜日本人＞

宿泊旅行統計調査
●我が国における日本人・外国人の宿泊旅行の実態を明らかにする。

地域観光統計
●都道府県別の旅行者の宿泊・日帰り別の入込客数や宿泊費・飲食費等、費目別
の消費実態を明らかにする。

○ テーマ別観光による地方誘客事業 【新規】        

  

テーマ別観光となる観光資源 

世界遺産、日本遺産、社寺観光、酒蔵ツーリズム、アートツーリズム、 

医療ツーリズム、ロケーション、街道観光、山岳観光 等 

ネットワーク化のイメージ 

同じテーマで観光

振興を図る複数地

域によるネットワ

ーク化を促進 Ｚ地域

Ｘ地域 Ｗ地域

Ｙ地域 

国による支援
ネットワークの構築 

 ・地域連携協議会の設立 

ネットワーク間の共同での取組 

 ・マーケティング 

 ・共通パンフレット 

 ・周遊クーポン等の作成 

 ・周遊プランの形成 

 ・共同プロモーション 

 ・共同サイト開設  

ネットワークの拡大推進  

 ・シンポジウム開催 

 ・共通マニュアル作成  等 

○ 統計整備による観光地域づくり支援 【継続】       

【新規】
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予算額   ３，２６５百万円 

 東北地方の風評被害を払拭し、東日本大震災の影響により大きく落ち込んだ訪日外

国人旅行者を回復させ、インバウンド急増の効果を波及させることにより、観光を通

じて被災地の復興を加速化させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

予算額 ２６６百万円 
 

 福島県における早期の観光復興を最大限に促進するため、同県が実施する国内向け

風評被害対策及び震災復興に資する観光関連事業に対して補助を行う。 

（補助率：総事業費の8/10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東北地方へのインバウンド推進による観光復興事業 

（東北観光復興対策交付金）【新規・復興枠】   

○ 福島県における観光関連復興支援事業 【復興枠・継続】 

インバウンド急増の効果を 

東北へも波及 

東北観光復興対策交付金 

地域からの発案に基づき実施するインバウンドを呼び込む取組を支援する。 

（補助率：総事業費の8/10）

マーケティング調査を踏まえ、 

地域資源を効果的に訴求 
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（３）戦略的訪日プロモーション・ＭＩＣＥの誘致の促進   
 

 

 

予算額 １，２４５百万円、7、０３７百万円の内数（ＪＮＴＯ運営費交付金） 
 
 

 歴史や伝統文化をテーマとした欧米等に対するプロモーションを強化 
 ＬＣＣやクルーズ等の誘致による地方誘客の促進と地方における消費拡大 
 戦略的訪日プロモーションのためのＪＮＴＯ（日本政府観光局）の体制拡充 
 国と地方の連携による訪日プロモーションを促進 

 
 

１．欧米等に対するプロモーションの強化 
欧米等の旅行者に訴求する日本の歴史や伝統文化をテーマとしたプロモーションや

長期滞在査証制度（平成２７年６月施行）のＰＲを実施。 

 

    
 
 
 

 
  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＪＮＴＯ（日本政府観光局）によるビジット・ジャパン事業 【継続】  

○ 国と地方の連携によるビジット・ジャパン事業 【継続】 

【フランス】ＭＡＰ旅行博への出展（自治体等
9団体と共同で参加） 

【アメリカ】ＡＣＴＦＬ旅行博出展（自治体等6
団体と共同で参加） 

【アメリカ】ＪＮＴＯ主催の現地旅行会社向けセ
ミナー（米国7カ所で開催、日本の 
自治体等85団体が参加）

【スペイン】現地旅行会社向けセミナーの開催
（日本各地の観光地情報を提供） 

【日本の歴史や伝統文化をテーマとしたプロモーションの実施】 

伝統的町並み巡り 酒蔵巡り 寺社の特別拝観
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岡山・表町商店街への海外旅行会社の視察 

２．地方誘客とインバウンドによる消費の拡大 
（１）ＬＣＣやクルーズ等の地方への誘致 

      新規就航や増便と連動した共同広告の実施や商談会への出展・クルーズ船社

の招請により、ＬＣＣやクルーズ等の地方への誘致を強力に促進。 

   

 

 

 

 

 

 

                        

 

 
                       

 

（２）地方におけるインバウンド消費拡大プロモーション 

     まちぐるみで免税店化を進める「免税商店街」をはじめとする日本各地のシ

ョッピングの魅力を海外へ発信。 

また、国内のインバウンドビジネス関係者向けに、訪日外国人旅行者の消費

動向や、現地旅行会社のショッピングエリア等へのニーズに関するセミナーを

開催。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

202 384
730

1607

0

500

1000

1500

2012年 2013年 2014年 2015年

ＬＣＣとの共同広告 

国際的なクルーズ商談会への出展 

百貨店における外国人観光客による売上高の推移 

（免税手続きベース） 

10
月

ま

で

中国での現地旅行会社向け免税制度説明会 

国際的な航空路線商談会への出展 

クルーズ会社との共同広告 
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海外旅行会社の視察 

（３）訪日教育旅行の地方への拡大 

       青少年のうちから日本を体験してもらい、 

リピーターとして二度三度訪日が期待できる 

教育旅行を呼び込むためのプロモーションを実施。 

 

 

（４）東京オリンピック・パラリンピック開催を契機とした訪日プロモーションの本

格化 

       来年８月のリオ大会においてメディ

      アに対するプロモーションを実施する

      とともに、リオ大会後全国各地で開催

      される文化プログラムを海外に発信。 
 
 

 

３．戦略的訪日プロモーション実施のための体制強化 
日本政府観光局の海外事務所を現在の１４事務所から２１事務所へ拡大等、戦略的

訪日プロモーション実施のための体制を強化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．国と地方の連携による訪日プロモーション 
インバウンドに取り組む地域の連携を促し、多様なニーズに即した誘客に取り組

む。また、サミットなど国内での情報発信の機会に訪日プロモーションを実施。 

 

   
 
 
 
 
 
 
 

視察先学校での歓迎会

中国地方の自治体とアジア 

地域の旅行会社との商談会 

台湾における 

東北プロモーションイベント

オンラインメディアセンターによ

るメディア向け情報発信

ロンドン五輪の際 

英国で開催された 

文化プログラム 

伊勢志摩サミットを 

契機とした訪日プロモーション

旅行者に向けた情報発信により 

日本の認知度向上 

旅行会社・航空会社に対する 

プロモーションにより旅行商品の開発促進 

米国での新聞広告 海外旅行会社の視察 
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予算額 １，０００百万円 

東北地方の風評被害を払拭し、東日本大震災の影響により大きく落ち込んだ訪日外

国人旅行者を回復させ、インバウンド急増の効果を波及させることにより、観光を通

じて被災地の復興を加速化させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北地域の観光魅力を海外に発信してイメージアップを図り、東北地域へのインバウンド

を促進する。 

東北観光復興プロモーション 

ラッピングバス（シンガポール） ラッピング電車（バンコク）地下鉄駅広告（台湾）

○ 東北地方へのインバウンド推進による観光復興事業（運営費交付金） 

                          【新規・復興枠】 
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予算額 １９９百万円、７，０３７百万円の内数（JNTO運営費交付金） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 
 
 
  

○ ＭＩＣＥの誘致の促進【拡充】 

 グローバルＭＩＣＥ強化都市及び国内コンベンション・ビューローのMICE誘致力を国際レ

ベルに引き上げ 

 全国複数のユニークベニューにおいてMICE開催の実証事業を行い、ユニークベニュー 
を定着（※ユニークベニュー（特別な場所）：歴史的建造物や公的空間等で、会議・レセプシ

ョンを開催することで特別感や地域特性を演出できる会場） 

 海外のインセンティブ旅行取扱会社に商談会等を実施し、JNTOによる海外プロモーショ

ンの強化 

都市の誘致力・魅力の向上 

ユニークベニューにおける
MICE開催の普及・啓発の
ための実証事業を実施 

グローバルMICE強化都市（札幌、
仙台、千葉、広島、北九州）に海外
アドバイザー派遣等の集中支援を
実施 

 
海外コンベンション･ビューロー
を調査し、 
国内コンベンションビューロー 
の高度化を検討 

都市とコンベンション・ビューローの 
国際競争力を強化 

開催地としての 
魅力を向上 

《国際会議の例》 

第5回国際野生動物管理学術会議（2015・札幌）
ユニークベニューを活用したＭＩＣＥの開催 

（北九州小倉城天守閣前広場） 

JNTOによる海外プロモーションの強化 

 海外MICE専門見本市への出展 

 海外のインセンティブ取扱会社等に対する商談会・セミナー 

 MICE専門誌等メディア招請 

 国際会議を主催する国際学会本部への直接的な働きかけ 

 国際会議を誘致する者を支援するMICEアンバサダープログラム 

等を実施 

(参考)【平成28年度税制改正】寄附金の損金算入の特例等の対象となる国際会議の範囲の拡大（P19）

日本のMICE開催地としての認知度を向上 
具体的な誘致案件を発掘 

（ＩＭＥＸアメリカ2015  

(米国・ラスベガス）)  

日本のMICEブランド 

「Meetings&Events」 

  

MICEアンバサダーによる 

海外プレゼンテーション 
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外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充（拡充第３弾） 
 

 

 

 

 

 

 

１．免税対象金額の引き下げ 

一般物品について、免税の対象となる最低購入金額を「10,000円超」から「5,0

00円以上」に引き下げる。これに合わせ、消耗品についても最低購入金額を「5,00

0円超」から「5,000円以上」に引き下げる。 

地方における2,000円から3,000円程度の単価の低い民芸品や伝統工芸品につい

ても、２，３個の購入で免税となることで、外国人旅行者に地方でより多く買い

物をしていただくことが期待される。 

 

２．海外直送の手続の簡素化 

免税購入物品を免税店から直接海外の自宅や空港等へ直送する場合、外国人旅行者

はパスポートの提示だけで免税を受けることが可能となる（購入記録票の作成の省略

等、免税手続の大幅簡略化）。 

より簡便に免税制度を利用することが可能となるとともに、自ら免税購入物品を

持ち運ぶことなく旅行する「手ぶら観光」を促進する。 

（改正後の手続） 

 

 

 

 

 

 

地方における免税店拡大・消費拡大のため、外国人旅行者向け消費税免税制度の拡 

充を行う（201６年5月1日運用開始予定）。 

１．免税対象金額の引き下げ      ２．海外直送の手続の簡素化 

３．免税手続カウンター制度の利便性向上４．購入者誓約書の電磁的記録による保管

５．免税手続の電子情報化に向けた検討 

３.平成２８年度税制改正 
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３．免税手続カウンター制度の利便性向上 

商店街の中に存在するショッピングセンター（商店街組合員）に入るテナント等が

商店街の組合員でなくとも、当該テナントでの購入と商店街の組合員の店舗での購入

を免税手続カウンターで合算することが可能となる。 

商店街に所在する幅広い店舗が免税手続カウンター制度を利用できるようになり、

商店街ぐるみでの免税店化が一層促進される。 

（新たに可能となる合算のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．購入者誓約書の電磁的記録による保管 

免税販売時に免税店で７年間保存することが義務付けられている購入者誓約書に

ついて、電磁的記録により保管することが可能となる。 

大量に取引のある免税店において、紙ベースで購入者誓約書を保管する必要が無

くなり、免税店の負担が大幅に軽減される。 

 

 ５．免税手続の電子情報化に向けた検討 

将来的な免税手続きの電子情報化に向けて、引き続き検討する。 

 

 

 

（参考データ：免税店数の推移と地方部の割合について） 
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寄附金の損金算入の特例等の対象となる国際会議の範囲の拡大 
 

 

 

 

 

 

 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【措置内容】 

 国際観光振興機構（JNTO）への寄附金の損金算入の特例等の対象となる国際

会議の要件が緩和される。 

小規模な国際会議にも制度の対象が拡がり、大都市のみならず、地方都市にお

いても国際会議の開催が促進される。 

 

 

 

 

 

 

 

  

我が国における国際会議の開催件数を増加させるため、国際観光振興機構（JNTO）

が国際会議の主催者に代わり寄附金を募集し、交付金を交付する制度の対象となる国際

会議の要件を緩和し、国際会議の誘致を強力に促進する。 

（2016年4月1日制度開始予定） 

アジア・オセアニア主要国の 
国際会議開催件数 

出所）ICCA（国際会議協会）統計より作成

制度の概要 

＜現行の主な要件＞ 

外国人   おおむね50人以上 

参加国数  日本を含むおおむね10か国以上

全参加者数 おおむね200人以上 

開催経費  おおむね2,500万円以上 

＜改正内容＞ 

外国人   おおむね50人以上 

参加国数  日本を含む３か国以上 

全参加者数 要件撤廃 

開催経費  おおむね500万円以上
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Ⅰ 一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策  

 宿泊施設のインバウンド対応、最適な交通アクセス情報の提供 
 美しい農山漁村の景観等をテーマとした広域観光周遊ルートの形成の促進や滞
在コンテンツ充実等の観光地域づくりのための取組 

 欧米豪をはじめとした外国人旅行者の地方への誘客  
 地方空港へのＬＣＣ等新規就航等の促進 
 桜のシーズンに向けた訪日リピーターの地方誘客等の集中的なプロモーション  

 

 

Ⅱ 総合的なＴＰＰ関連政策 

 

 

 「食・食文化」をテーマとした訪日プロモーションの支援 

 日本の食や農業体験、美しい農山漁村の景観等をテーマとした広域観光周遊ル

ートの形成の促進や滞在コンテンツ充実等の取組支援 

４．平成２７年度観光庁関係第１次補正予算 

○ インバウンド観光による地域活性化          予算額  1,317百万円 

○ 「食・食文化」をテーマとした緊急訪日プロモーション等  （Ⅰの一部再掲） 

○ 地方誘客のための緊急訪日プロモーション       予算額  4,184百万円 



- 22 - 
 

 

 

 

 

 

 

目        次 
 

(１)社会資本整備等と一体となった観光地域振興策の事例  ・・・・・・・２３ 

 

(２)観光立国の実現に向けた政府の取組  ・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 

 

(３)観光立国実現に向けた政府の推進体制 ・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

 

(４)観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015 ・・・・・・・・・３７ 

 

(５)訪日外国人旅行者数の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

 

(６)訪日外国人旅行者数及び割合〔国・地域別〕 ・・・・・・・・・・・・３８ 

 

(７)外国人旅行者受入数の国際比較（2014年）・・・・・・・・・・・・・・３９ 

 

(８)空路又は水路による外国旅行者受入数の国際比較（2013年）・・・・・・３９ 

 

(９)訪日外国人旅行消費額の推移  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

 

(10)国際旅行収支の改善について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

 

(11)訪日外国人旅行消費額の製品別輸出額との比較・・・・・・・・・・・・４１ 

 

(12)国内における旅行消費額（2014年） ・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

 

(13)日本人海外旅行者数の推移  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

 

(14)国民１人当たり国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移  ・・・・・・４２ 

 

(15)都道府県別日本人･外国人延べ宿泊者数（2014年） ・・・・・・・・・・４３ 

  

(16)「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」について  ・・・・・・・４３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．参考資料 



- 23 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会資本整備等と一体となった 

観光地域振興策の事例 
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社会資本整備等と一体となった観光地域振興策の事例 
 

 

 

                              

 
街なみ環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体が民間事業者や住民等と

協力して、美しい景観の形成、良好な居住環境の整備等を行うことを支援する。 

○長崎県雲仙市古湯（ふるゆ）地区 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○長野県松本市お城下町地区ほか４地区  

 
 

 

【住宅局】 

魅力ある観光地域づくり推進の一環として、各地で景観の改善やインフラプロジェ

クトと連動した観光振興に向けた取組みが実施されている。 

街なみ環境の整備 

松本城 

お城 
周辺 
地区 

中央東 
地区 

松本市役所 お城東 
地区 

お城下町 
地区 
中町地区

中心市街地の街づくり 
歩いてみたい城下町地区 

美術館 
あがたの森公園 

ま
つ
も
と 

市
民
芸
術
館

松
本
駅

中町地区 
お城下町地区 
お城東地区 
中央東地区 
お城周辺地区 

歩
い
て
み
た
い

城
下
町
地
区

工房Ｄ 旅館 

旅館 
売店 

青果店 
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 広域的な連携による観光活性化を推進し、地域社会の自立的な発展を図るため、都

道府県が行う広域的な地域活性化のための基盤整備やソフト対策を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域的な連携による観光活性化の推進 
【国土政策局】 
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地域の創意工夫を活かしたまちづくりを推進するため、市町村が作成した都市再

生整備計画に基づき実施される、観光振興や観光交流促進等のまちづくりの目標に

沿ったハード事業からソフト事業まで幅広い事業を支援する。 

 

 

 
【事業イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

【観光交流を目標に据えた都市再生整備計画（大分県別府市）】 

 

 

    
【駅舎の改修に伴う観光拠点機能の整備（千葉県香取市）】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

地域資源を活かしたまちづくりの推進 
【都市局】 
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地域の歴史・文化・自然的資産等を活かし、観光振興の拠点となる都市公園の整

備や、多様な生物の生息生育基盤や身近な自然と触れ合う場を確保し、自然と共生

する魅力的な都市づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
   菱櫓・五十間長屋・橋爪門続櫓 

 

 

 

 

 

 

 

 
        河北門 

 

【金沢城跡の歴史的建造物の復原整備（石川県金沢市）】 

 

 

 

 

 

 

                       
【三内丸山遺跡の復原・活用（青森県青森市）】【公園整備による賑わい創出（北海道岩見沢市）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市の緑地保全と観光への活用等 
【都市局】 
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 道の駅を核とした、観光ゲートウェイ機能の強化 
【道路局】 

○地域のゲートウェイとなる道の駅の推進 

「道の駅」をクルマ観光を支えるゲートウェイと位置づけ、観光情報の発信や地

域特産品の開発・販売を実施。 

また、Wi-Fiの設置や観光案内機能の充実を図りインバウンド観光を支援。道の駅

を観光を学ぶ学生の実習場所として活用することにより、将来の観光を支える人材

を育成。 
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（整備前） （整備後） 

○良好な景観形成 

○道路空間を活用した賑わいの創出 

【埼玉県川越市】

○道路空間を利用したイベントの実施 

【広島県尾道市、愛媛県今治市】【北海道札幌市】 

サイクリングしまなみ 2014 

歴史的街並みの保全の取組等とあわせ無電柱化を推進し、美しい景観を形成。 

道路占用制度の特例によるオープ

ンカフェの実施等、観光地の賑わい

を創出。 

国際的なサイクルイベントの実施、自

転車コースのプロモーションなどを通

じた観光振興。 

観光地の魅力を高める道路空間の活用等 
【道路局】 

○案内標識の英語表記改善 

（改善前） （改善後）

各国から訪れる人々への適切な案内誘導のため、地域で作成される観光案内パン

フレット等とも連携し、道路案内標識の英語表記改善を推進。 

観光案内パンフレット 道路案内標識 

Noboribetsu Onsen 

英語表記 

を統一 

【北海道登別市】
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豊かな河川環境を保全・再生し、川の魅力を生かした都市・地域づくりをさらに

進めるため、住民、民間企業等と連携した総合的な取組を実施。 

 

 
 

川床の整備により、水辺の賑わいと景観の向上に大きく寄与（土佐堀川（大阪市）） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釧路湿原再生の取り組みにより、観光客が増加 （釧路湿原（北海道）） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水環境改善等を通じた河川空間の魅力の活用（松江堀川（島根県）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良好な水辺空間の形成等 
【水管理・国土保全局】 

水辺整備の取組 

自然再生の取組 

水環境改善の取組 

北浜テラス整備前 北浜テラス整備後の賑わい

釧路湿原 湿原を見学する観光客

昭和50年頃の水質 遊覧船の就航
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  民間の活動や設備投資と一体的に実施することで、観光振興等地域活性化の効果

が高まる基盤整備事業について、事業化に向けた検討経費の一部を国が補助するこ

とにより、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援

する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
官民連携による地域活性化のための基盤整備の推進 

【国土政策局】 
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超小型モビリティの回遊性の高さや電気自動車のゼロエミッション性などの特性

を生かして観光地の魅力の向上を図るため、地方公共団体等による超小型モビリティ

の先行導入や自動車運送事業者等による電気自動車の導入の取組みについて支援す

るとともに、バス、タクシー等の快適・円滑な移動環境の実現を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自動車局】 
超小型モビリティ、電気自動車の観光振興への活用等 

 導入車両：日産「ニューモビリティコンセプト」 

超小型モビリティを導入するエリアの概要 

文化財等の見どころが広域に点在し、歴史遺産・文化遺産を結ぶ道路の幅員が狭い橿

原市、高取町及び明日香村において、超小型モビリティを活用した観光客向けレンタル事

業を平成 26年 10月より実施した。 
また、観光案内に車載タブレットを活用して利用客の満足度の向上を図っている。 

超小型モビリティの活用事例 

電気自動車の活用事例 

伊勢神宮の式年遷宮（平成 17年～平成 25年）を機に、伊勢市駅、宇治山田駅と伊勢神

宮（内宮、外宮）を結ぶ既存路線で大型電気バスを１台運行し、ＣＯ２排出量の削減、観光

振興及び電気自動車の普及促進に取り組むもの。（運行開始：平成 26年 3月 31日より）

©2015 Pokémon.  
©1995-2015 Nintendo/Creatures Inc./GAME FREAK inc. 

○ 内宮前から宇治山田駅の間を２循環系統にて運行中（１日６回） 

○ 「ポケットモンスター（ポケモン）」で人気の「ピカチュウ」のデザインで車両ラッピングを行う

等、話題性を活かした効果的なＰＲを実施して、地域はもちろん観光客等を通じて全国に取

り組みを発信する。 
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既存施設を有効に活用しつつ、クルーズ船の寄港増や大型化に対応するため、物

流ターミナル等におけるクルーズ船の受入環境の改善を進めるとともに、地域産品

の販売拡大を図るため、地方整備局が港湾管理者と連携したクルーズ埠頭における

臨時の免税店届出制度の活用促進等により、地域の活性化を図る。 
 

 

【境港】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【伏木富山港】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【港湾局】 
クルーズ船の受入環境の改善 

 

 

アジアに配船される最大級のクルーズ船「クァンタム・オブ・ザ・シーズ」の寄港に際

し、既存の物流ターミナル（外港昭和南地区 昭和南１号岸壁及び昭和南２号岸壁）に

「境港クルーズ客船環境づくり会議」（境港市等の自治体、観光協会、商工会議所等で

構成）が無料Ｗｉ-Fiスポット、観光案内所、外貨両替所等を設け、クルーズ客を受入。 

 

平成27年7月2日寄港      無料Wi-Fiスポット       お見送りイベント 

（がいな万灯） 

 

 

クルーズ船「ボイジャー・オブ・ザ・シーズ」の寄港に際し、既存の物流ターミナル（伏

木地区万葉ふ頭万葉３号岸壁）において、平成２７年４月１日に開始された「臨時の免

税店届出制度」が活用され、地域の商店が臨時の免税店を初出店し、地域産品等を

販売。 

 

平成27年5月18日寄港      免税店出店状況       免税店出店状況 

物流ターミナルでのクルーズ船受入 

臨時の免税店届出制度の活用 
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滑走路増設 
(平成32年3月供用予定) 

 

 

  訪日外国人旅行者が急激に増加している状況を踏まえ、地域における交流人口の

拡大を目指し、航空機の増便や新規就航等に対応するため、滑走路増設やエプロン

拡張、ＣＩＱ施設の整備等を実施。 

 

 

 

 

訪日外国人旅行者の受入環境整備 

那覇空港の機能強化 

【航空局】 

地方空港の国際ネットワーク 
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参考：政府全体の平成27年度観光関連予算 

《観光庁の事業以外の主要施策》 

 国際観光の振興   計：556.0億円 

 

 

 

 

 

 

 国際競争力の高い魅力ある観光地の形成等   計：2,291.6億円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 観光旅行の促進のための環境の整備   計：155.9億円 

 

 

 

 

 

 

 

観光関連予算概算決定額の合計  3,003.5 億円 
※観光関連部分を特定できない額のものは総額には含めていない。 

※額には観光庁の事業も含まれる。 

 

○ テレビ国際放送の実施【総務省】  

○ 観光立国実現のための出入国審査の充実【法務省】 

○ 観光誘致関連広報【外務省】  

○ 学生の双方向交流【文部科学省】     

○ 日本古美術海外展【文化庁】  

○ 芸術家・文化人等による文化発信推進事業【文化庁】  

○ 歴史的風致活用国際観光支援事業【国土交通省】       等 

○ かけがえのない文化財の保存・活用及び継承等【文化庁】   

○ 世界遺産普及活用・推薦のための事業推進【文化庁】    

○ 国民文化祭【文化庁】   

○ 文化芸術の海外発信拠点形成事業【文化庁】  

○ 文化遺産を活かした地域活性化事業【文化庁】  

○ 産業観光連携事業【経済産業省】  

○ 良好な水辺空間の形成等【国土交通省】 

○ 街なみ環境整備事業【国土交通省】 

○ 広域的な連携による観光活性化の推進【国土交通省】 

○ 官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業【国土交通省】  

○ 都市の緑地保全と観光への活用等【国土交通省】 

○ ｢クルーズ 100 万人時代」実現のための受入環境の改善【国土交通省】  

○ 首都圏空港の機能強化【国土交通省】 

○ 整備新幹線整備事業【国土交通省】 

○ コミュニティ・レール化等の推進【国土交通省】  

○ ｢道の駅｣の整備、良好な道路空間の形成、アクセスの改善等【国土交通省】  

○ 地下高速鉄道の整備【国土交通省】 

○ 都市鉄道の利便増進【国土交通省】                  等    
 

○ 都市農村共生・対流総合対策交付金【農林水産省】 

○ 文化遺産オンライン構想の推進【文化庁】  

○ 過重労働の解消及び仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み方の見直し【厚生労働省】

○ 美しい農村再生支援事業【農林水産省】  

○ 地域公共交通確保維持改善事業【国土交通省】 

○ 国立公園等民間活用特定自然環境保全活動(グリーンワーカー)事業費【環境省】  

○ 自然公園等事業【環境省】 

○ エコツーリズム総合推進事業【環境省】                            等            

補足 

記載した事例は、社会資本整備総合交付金を活用するなどした観光振興に資す

る事例である。 

なお、社会資本整備総合計画のうち、「観光」を名称の一部に用いた計画へ配

分された国費の合計額は 322 億円となっている。 

（平成 27 年度当初配付分 8,995 億円の 4％。同交付金の平成 27 年度予算額は

9,018 億円） 
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観光立国の実現に向けた政府の取組  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

2003年 １月   小泉総理が｢観光立国懇談会｣を主宰 

４月  ビジット・ジャパン事業開始  
 
2006年 12月  観光立国推進基本法が成立  
 
2007年 ６月  観光立国推進基本計画を閣議決定  
 
2008年 10月  観光庁設置  
 
2012年 ３月  観光立国推進基本計画を閣議決定 
 
2013年 ６月 「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」を

とりまとめ （第２回観光立国推進閣僚会議） 

「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」を閣議決定  

12月  訪日外国人旅行者数1000万人達成 
 
2014年 ６月 「観光立国実現に向けたアクション・プログラム 

2014」をとりまとめ(第４回観光立国推進閣僚会議) 

「日本再興戦略改定2014-未来への挑戦-」を 

閣議決定 
 

10月   改正「外国人旅行者向け消費税免税制度」運用開始 

(【拡充第一弾】免税対象品目拡大･手続き簡素化） 
 

2015年 ４月  改正「外国人旅行者向け消費税免税制度」運用開始 

       (【拡充第二弾】免税手続きカウンター制度･クルーズ

ふ頭の臨時販売店制度) 
 
 ６月  「観光立国実現に向けたアクション・プログラム 

2015」をとりまとめ(第５回観光立国推進閣僚会議) 

｢日本再興戦略改訂2015-未来への投資･生産性革命-」

を閣議決定 

11月  「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」を開催 
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